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2040年ころまでの課題

 学校の廃校

 大学の経営破たんと高等教育機会の格差

 医療・介護人材の需給ギャップ

 老朽化したインフラ増加

 上下水道などの公共料金上昇と経営難

 免許返納高齢者の増加と移動手段の不足

 所有者不明土地の増加と荒廃

 空家の管理

 特殊詐欺の増大

 労働力人口の減少

 技術革新による従来技術を使った製造業の競争力低下
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←自治体戦略2040構想研究会（総務省）



自治体戦略2040構想研究会（総務省）

日本の将来・・・・

１．若者を吸収しながら老いていく東京圏と支え手を失う地方圏

２．標準的な人生設計の消滅による教育・雇用の機能不全

３．スポンジ化する都市と朽ち果てるインフラ

⇒

〇自治体が2040年の姿を自らの意思で戦略的につくっていく

〇住民にとって実感のできる選択肢を示す

〇制度や組織、地域の垣根を越えて、資源（施設や人材）を賢く戦
略的に活用

〇個々の市町村が行政のフルセット主義を廃し、圏域単位で、あ
るいは圏域を越えた都市・地方の自治体間で、有機的に連携
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自治体戦略2040構想研究会（総務省）第2次報告

①自治体間連携

②多機関連携



政府一般会計歳入歳出および公債発行額の推移
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出典：財務省資料

1975 80 85 90 95 2000 05 10 15

・1998年度以降、30兆円規模での新規公債発行
・2006年度以降、一時20兆円台に減少するが、2009年のリーマンショック以降、再び増大

33.7
兆円
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出典：財務省資料
公債残高の累増

・利息だけで1時間あたり11億円
・増大する国民負担への対応をどうするか？
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地方交付税等総額（当初）の推移

・2000年度に21.4兆円規模だった地方交付税は年々削減。水準はいったん17兆円台に回復するが、その後、少しずつ縮減の方向へ。
・国税収入が限られ、消費税率引上げが延期される中で、交付税原資は不足
→国債発行等で国が調達＋自治体が地方債（臨時財政対策債）発行により財源調達

2000 2005 2010 2015
出典：総務省資料



増大する財政需要 ～年々増大する社会保障給付費
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出典：厚生労働省資料

・毎年1兆円規模で増大
・年金5割、医療3割、福祉その他2割



介護給付費と介護保険料の推移

2014年度 2017年度 2020年度 2025年度

在宅介護 352万人 384万人 436万人 451万人

居住系サービス 38万人 47万人 53万人 60万人

介護施設 95万人 106万人 114万人 123万人
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出典：厚生労働省資料

サービス需要
見込み
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